
 
 
 

２０２５年５月１４日 

関係大学院研究科長 殿 

関係大学学部 長  殿 

関 係 機 関 長 殿 

                       明治大学政治経済学部長 

                           小 野 島 真 

                              〔公 印 省 略〕 

 

専任教員の公募について（依頼） 

 

拝啓 時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、このたび、当大学政治経済学部では、下記の要項により専任教員を公

募いたします。 

つきましては、貴大学・機関関係者に周知していただき、適任者を御推薦く

ださいますようお願い申し上げます。 

敬具 

 

記 

 

１ 所属学科      政治学科 

２ 主要担当科目    文化人類学、専門演習 

３ 任用人員      １名 

４ 任用資格      専任教授、専任准教授又は専任講師 

５ 任用年月日     ２０２６年４月１日 

６ 勤務地       主として駿河台キャンパス及び和泉キャンパス 

７ 条件         (1)文化人類学を研究領域としている者 

 (2)日本語で講義ができる者 

 (3)教職経験（非常勤講師も可）を有している者 

                 (4)博士の学位（Ph.D.を含む。）又はそれに準ず

る 業績を有している者 

８ 国際関係業務    採用後は本学・学部が実施している国際化推進関連業務

に従事する。 

９ 給与・定年等    (1) 給与 

              当大学給与規程による。 

                    (2) 定年等 

    当大学の専任教員の定年退職日は満７０歳の年度末

で、大学独自の年金制度として、２０２５年度から企

業型ＤＣ（確定拠出年金制度）を導入した。２０２５

年度以降に着任する専任教職員は、全員、企業型ＤＣ



  
 
 
   

 

に加入することになる。 

10 応募締切      ２０２５年７月８日（火）（必着） 

11 提出書類      提出書類(1)及び(2)は、本学所定様式を使用するこ

と。なお、様式は、本学ホームページからダウンロ

ードできる。提出書類はいずれも日本語で記入する

こと。 

            https://www.meiji.ac.jp/koho/recruit/documents.html 

             (1)履歴書 

             (2)業績書 

             (3)主要業績: 専任教授７点、専任准教授５点、専

任講師３点（いずれも博士論文がある場合には

それを含む。)及びその概要(各１，０００字程

度、Ａ４判用紙、日本語、横書き)、業績はコピ

ーも可。 

             (4)研究計画（１，０００字程度） 

            (5)授業計画（「文化人類学」１００分×２８回

分） 

(6)教育についての抱負(１，０００字程度) 

 上記(4)～(6)は、いずれもＡ４判用紙、横書

き。 

 （7）【任意】推薦書（推薦者が自筆署名したものに

限る。） 

 

12 提出方法       (1)提出先 

             〒１０１－８３０１ 

             東京都千代田区神田駿河台１－１ 

明治大学政治経済学部気付 

政治学科人事選考委員会(文化人類学) 

             (2)送付上の注意事項 

             応募書類は封筒の表に「文化人類学教員応募書類

在中」と朱書きし、配達証明が可能な方法（例 

簡易書留）で郵送すること。 

             (3)書類返却 

             提出書類は返却しない。 

             (4)問い合わせ先 

                      明治大学政治経済学部政治学科人事選考委員会

(文化人類学) 

E-mail：seikei@mics.meiji.ac.jp 

電話による問い合わせには応じない。 

13 選考方法等      (1)提出書類による第１次審査を行う。 

mailto:seikei@mics.meiji.ac.jp


  
 
 
   

 

             (2)第１次審査合格者に対して、面接及び模擬授業など

による第２次審査を行う（２０２５年９月９日

（火）予定）。 

             (3)第１次審査の結果及び第２次審査の期日・要領につ

             いては応募者本人に通知する。 

14 その他        (1)本学は、男女共同参画社会の実現に取り組んでいる。 

             (2)本学が実施する社会連携推進関連業務（本学と自治

             体その他の機関との連携業務）に従事することがあ

             る。 

 以 上 

 


